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令和５年度の北新宿第二土地区画整理事業の当初予算は、総額7億7,800万円となりました。

事業概要としては、道路築造工事及び宅地造成工事等で2億6,342万円、上下水道工事負

担金で1億635万円、物件移転補償で1億2,523万円、測量や設計等委託料で1億709万

円、償還金等で1億868万円、その他諸事業費等で6,723 万円を予定しております。

令和５年度の事業の概要

○ 職員異動のお知らせ

令和５年４月１日付け人事異動により大堀課長、島田主査が転任となり、新たに秋山課長、

田中技師が着任しました。土地区画整理３地区と再開発を含め、計１０名で事業を実施して

まいりますので、よろしくお願いいたします。
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◇◆◇ 事業に関するお問い合わせ先 ◇◆◇

〒369-0195 鴻巣市吹上富士見 1-1-1 吹上支所第二棟

都市建設部 市街地整備課 北新宿第二土地区画整理事務所

電 話：048-548-8291 FAX：048-548-8299

E-mail： fu-kukaku@city .kounosu.saitama.jp

○ 移転補償費を受け取った場合の税金について

仮換地が指定され、従前地（現在の土地）にある建築物や工作物等を仮換地（移転先）に

移転する場合は、その移転のための正当な補償を市が行います。

一般的な補償内容としては、建物移転料・工作物移転料・動産移転料・仮住居補償・移転

雑費・立木補償などがあげられます。

建物等が移転の対象となった場合、移転補償金が支払われますが、これらの補償金には、

税制上の優遇措置が受けられる場合があります。但し、一回のみとなります。

その他、いろいろなケースがありますので、詳しくは事務所までお尋ね下さい。
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○ 区画整理事業に伴う建物補償費の概要について

当事務所で実施している土地区画整理事業に対するご理解を深めていただくため、物件移

転補償費のうち大きな割合を占める建物補償費の概要についてお知らせします。

土地区画整理事業では、仮換地（移転先）が定められると、現在ある建物を仮換地へ移転

していただく場合があります。仮換地へ建物を移転する必要がある場合は、事業者である鴻

巣市が移転補償費をお支払いします。移転補償費を基に、建物所有者等が建物の移転や建替

等工事を行っていただくことになります。

移転手続きの流れ

（１）現地調査および補償費用の算定

仮換地が定められ移転が必要となった場合には、詳細な現地調査（物件調査）を実施

し、移転に必要となる各種費用について、国の損失補償基準等に基づき、適正に補償費

用を算定します。

（２）補償費等の説明

補償費については、建物所有者や占有者（借家人等）へ個別に説明させて頂きます。

（３）補償契約の締結

協議の結果、移転に同意いただいた後に、市と建物所有者等との間で移転補償契約を締

結します。移転補償契約の締結後、速やかに移転補償費の約７割をお支払いします。

（４）建物等の移転及び土地の引渡し

その後、建物所有者は直接、工務店等に仮換地への移転工事等を発注し、従前地（現在

の土地）を更地状態（地下埋設物等もすべて撤去が必要です。）にして、道路等となる公

共事業用地を市に引渡していただき、移転工事の完了となります。移転工事の完了確認

後、速やかに移転補償費の残り約3割をお支払いします。
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☆☆☆☆☆☆☆ みなさまへのお願い ☆☆☆☆☆☆☆

１ 住所等の変更や権利の移動が生じたとき

住所や名前を変更、または相続・売買等により所有権の移転が生じたときは、速やかに事

務所までお届けください。その際は、住民票、登記事項証明書等を添付してください。

※相続等で時間がかかる場合は、代表者の連絡先を早急にお知らせください。

２ 道路の歩車道境界ブロックを開口または変更するとき

事業施行地区内の幅員９ｍ以上の道路には歩道があります。

この道路と歩道との境界（歩車道境界ブロック）を新たに開口、

または開口部を変更したい場合には、許可を受けてください。

※許可を受けた場合でも、側溝の入替をした部分以外に車の乗入れ等をして、側溝の蓋が

割れてしまった場合の復旧修繕工事費は、自己負担となります。

３ 建築行為等を行うとき（土地区画整理法第７６条）

土地区画整理事業を施行中の区域内で、下記の工事等を行う場合は、着工前に土地区画整

理法第７６条許可申請が必要です。

※ 許可を得ないで行った行為については、自己負担での撤去等の

対象となることもありますので、ご注意ください。

＜制限を受ける行為＞

① 土地の形質の変更（切土、盛土、掘削等）

② 建築物その他工作物の新築、改築、増築、曳家等

③ 移動の容易でない物件の設置、たい積

＊ 設置又はたい積の制限を受ける物件は、その重量が５トンを超える物件

（容易に分割され、各部分の重量がそれぞれ５トン以下となるものを除く）

（注）土地の形質の変更は砂利敷き等も許可の対象となる場合も有ります。

また、その他の工作物には敷地内の舗装、ブロック塀や土留め等の施工、車庫や物

置の設置も許可申請の対象となるので事前にお問合せください。

○ 清算金について（土地区画整理法第９４条）

区画整理では、整理前の評価総額と整理後の評価額が等しくなるように換地面積を決めて

いきます。しかし、全ての土地が等価ではありません。そういった格差をなくすために金銭

のやり取りを行うのが清算金です。換地処分の公告の翌日において「整理後の評価が高い権

利者」から清算金を徴収し、その清算金を「整理後の評価が低い権利者」へ交付します。2

４ 地区計画について（都市計画法第５８条の２）

北新宿第二土地区画整理事業地内には都市計画法による地区計画が指定されています。

区域内で建物等の建築や垣根又は外柵などに設置制限等があり、鴻巣市に事前に届出が必

要になります。

【制限の内容】

最低敷地面積、建物の高さの制限、建築が可能な建物、壁面後退、

垣根又は外柵の設置制限など

詳しくは都市建設部都市計画課計画担当にご相談下さい。

都市計画課 鴻巣市中央1-1 市役所本庁舎2階 ＴＥＬ: 048-541-1321（代） 3

○ 事業計画の変更（第１０回）を実施しました

令和５年３月３１日までとなっていた事業施行期間の延伸及び資金計画の見直しを行い、

令和５年１月２４日付をもって事業計画書（第１０回変更）の認可を取得しました。変更後

の事業施行期間は令和１６年３月３１日までとなりました。

なお、この事業計画変更による仮換地の変更や減歩の変更等はありません。

○ 仮換地等の分割を行うとき

土地を分筆しようとするときは、事前にご相談ください。

（なお、分筆に係わる費用は権利者の負担となります。）

保留地を公売しております！

現在公売している保留地は１画地となっております。詳しくは、市のホームページで

保留地公売のご案内をしております。また、事務所でも詳細説明をいたしますので、土

地をお探しの方や興味のある方はお気軽にご連絡ください。

本年度も数画地の新規保留地の公売（抽選）を予定しておりますので、市広報やホー

ムページ等でご確認ください。

○ ＪＲ高崎線の踏切新設及び閉鎖について

不動踏切と北新宿踏切のほぼ中間地点に、片側歩道付き全幅9mの踏切を新設する工事を

鋭意進めております。新設踏切は今秋開通を目指しており、開通と同時に不動踏切及び北新

宿踏切は閉鎖し、撤去工事を行います。新設踏切の開通及び既存踏切の閉鎖の日時について

は、詳細が決まり次第、市広報やホームページ等で皆様にお知らせいたします。

○ 使用収益開始について

当事務所では、街区の四方向の道路整備等が完了した場所から使用収益を開始しております。

令和５年度は、50街区、51街区、55－1街区、80街区の一部、84街区、87街区、88街区

の一部、98街区の使用収益開始を予定しています。

該当画地の地権者の方は、使用収益開始後の維持管理等よろしくお願い致します。

★使用収益開始とは今までお預かりしていた土地を地権者にお返しすることです。

文字通り地権者が（一定の制限の範囲内で）使用を始められるのですが、開始に伴い

除草等を含め、維持管理面も全て地権者の責任で行っていただくようになります。


